













STUDY ON PROCESS OF FORMATIONS AND PRESENT SITUATION  
FOCUSED BY WIDE AREA PLANS AND UPPER LEVEL PLANS OF CENTRAL TOKYO 
 
結城直紀 
Naoki YUKI  




In this study, I focus on a wide area plans and upper level plans for central Tokyo (Chiyoda-ku, Chuo-ku, 
Minato-ku, Shinjuku-ku, Shibuya-ku) where office development is still carried out lively now and grasp the 
formation process of the business district. As a result，(1) Most of the current business district were improved by 
the plan of the district level and were connected to company accumulation and increase in number of the office 
workers. (2) The old business district elects in preference to a district maintained newly. Skyscraper is pushed 
forward lively now in this area. (3) It is expected that the redevelopment based on Subcenter development plan 
Act on Special Measures concerning Urban Reconstruction that appointing a maintenance district is carried out in 
Marunouchi, Chiyoda-ku, Otemachi district, Osaki, Minato-ku district, Shinagawa district in future. 






























































































































ル総床面積は戦前と比べて約 2 倍，事務所数も 1954(昭和








1872 明治5年 銀座煉瓦街計画 東京府・大蔵省・工部省
1872 明治5年 官庁集中計画 外務省
1888 明治21年 市区改正計画 東京市
1890 明治23年 丸の内オフィス街計画 政府
1923 大正12年 帝都復興計画 帝都復興院（政府）
1946 昭和21年 戦災復興計画 戦災復興院（政府）
1952 昭和27年 中央官衙地区整備計画 建設省
1958 昭和33年 首都圏整備計画 政府
1959 昭和34年 丸の内総合改造計画 三菱地所株式会社
1960 昭和35年 新宿副都心計画 首都圏整備委員会（総理府）
1967 昭和42年 全国総合開発計画 経済企画庁
1969 昭和44年 新全国総合開発計画 国土庁
1977 昭和52年 第三次全国総合開発計画 国土庁
1982 昭和57年 東京都長期計画 東京都
1983 昭和58年 アーバン・ルネッサンス政策 政府
1985 昭和60年 首都改造計画 国土庁
1986 昭和61年 第四次全国総合開発計画 国土庁
1986 昭和61年 第四次首都圏整備計画 国土庁
1995 平成7年 第二次東京都長期計画 東京都
1998 平成10年 21世紀国土のグランドデザイン 国土交通省
2001 平成13年 第五次首都圏整備計画 国土交通省
2001 平成13年 東京の都市づくりビジョン 東京都
2002 平成14年 都市再生特別措置法 国土交通省




























































図 2 1960 年ごろの業務地の所在 
 




























ものに関しては都心 5 区内での比較も実施する． 
 
（２）オフィスワーカー数の推移 
調査開始時の 1965(昭和 40)年から 2010 年(平成 22)まで
の国勢調査による都心 5 区のオフィスワーカー数(以降
OW 数と表記)の推移，および 2015(平成 27)年から 2035 年
までの東京都による予測推移を示す(図 4)． 
OW 数の推移をみると，都心 5 区全体では 1990(平成 2)
年まで増加傾向であり，千代田区が最も多い．中央区では













タの推移を，調査開始時の 1990 年から 2015 年までの変化
を示した(表 2)． 
空室率は 1994(平成 6)年まで空室率が 8％前後まで増加
し，その後 1997(平成 9)年まで減少している．2000 年に一
度減少するが，2001(平成 13)年から 2003(平成 15)年までは
増加している．以降は 2007(平成 19)年まで減少傾向，







1990 年から 1995 年まで一定の増加割合で推移していたが，
1996 年からは割合が下がっている．現在では 2015 年には
調査開始時の 1990 年と比較して約 1,000 万㎡もの貸室面
積が増加している．前年まで貸室であった面積の総計であ




















7,803 棟のデータを整理しつつ，都心 5 区のオフィスビル
の現状をふまえながら考察する．棟数の内訳をみると，大
規模ビルは 732 棟，中小ビルは 7,071 棟となっており，大
規模ビルが全体の約 1 割を占める．しかし，延床面積でみ
ると全 1,195 万坪のうち大規模ビルが 644 万坪を占めてお
り，中小ビルよりも上回っている．築年数を築 20 年で区
切ると大規模ビルの約半数が 20 年以内に建設されたもの






























図 5 東京 23区の築年別賃貸面積の状況 
 
 









ものの，指定された 1986(昭和 61)年以降は 1995 年まで急
増した．なかでも横浜市は 2010 年現在，他の地域の 2 倍








空室率 0.4 % 4.2 % 4.0 %
貸室総面積 13,793,453 ㎡ 21,417,795 ㎡ 23,765,342 ㎡
新規オフィス供給量 626,669 ㎡ 425,029 ㎡ 443,953 ㎡
滅失面積 - ㎡ -203,581 ㎡ -369,222 ㎡
純増貸室面積 - ㎡ 221,448 ㎡ 74,730 ㎡











図 7 横浜市を従業地とする OW の常住地割合 
 
 






年のときに 4,000ha 以上，調査機関のデータでは約 1,400ha
もの業務床面積の増加となった．また，東京都のデータで
















図 9 東京 23区の累計オフィス供給量の各推移 
 
 






臨海を除く 6 副都心は 1994 年に策定された副都心育成・
整備指針に基づき，副都心整備計画 1997-2005 で 2005 年
までの整備項目を記している．内容を整理すると，新宿，




現在の規模 270ha 150ha 130ha 270ha 210ha 130ha 442ha
計画件数 36 10 6 9 8 12 54
業務用途の計画数 33 7 3 2 3 11 -




























































































における A 管理的職業従事者，B 専門的・技術的職業従事
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98年 2.0 % 5.0 % 4.1 % 3.8 % 5.9 % 7.0 % 1.6 % 4.8 %
05年 0.3 % 2.4 % 1.7 % 2.4 % 4.6 % 5.0 % 1.2 % 16.7 %
13年 4.3 % 7.3 % 1.4 % 3.6 % 5.7 % 4.4 % 6.1 % 10.3 %
98年 0 ㎡ 836 ㎡ 3,210 ㎡ 5,266 ㎡ 2,757 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡
05年 77,187 ㎡ 7,207 ㎡ 14,043 ㎡ 4,000 ㎡ 1,055 ㎡ 453 ㎡ 16,010 ㎡ 0 ㎡
13年 0 ㎡ 37,914 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 43,967 ㎡
98年 38,790 円 22,380 円 20,930 円 16,240 円 14,630 円 13,410 円 13,030 円 15,550 円
05年 25,580 円 17,740 円 19,350 円 14,160 円 11,790 円 11,060 円 13,810 円 15,900 円
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